
３－(4) 会計検査院「平成２５年度決算検査報告」に

おける不適切に支払われた介護給付費の概要

＊件数は全国、金額は国費ベース

【検査の結果】

検査の結果、78 事業者に対して 176 市区町村等が行った平成18年度から25年度までの
間における介護給付費の支払について、87,950 件、306,675,634円が過大であり、これに
対する国の負担額98,988,375円が不当と認められる。

これらの事態について、居宅介護支援又は介護サービスの種類の別に示すと次のとお

りである。

【居宅介護支援】（特定事業所集中減算他）

○会計検査院指摘事項

44 事業者は、作成した居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等のサービスの
提供総数のうち、正当な理由なく同一の事業者によって提供されるこれらのサービス

の占める割合が100分の90を超えていたのに特定事業所集中減算を行っていなかった

り、減算となる期間には算定できない特定事業所加算（Ⅱ）を算定していたりしてい

た。

このため、介護給付費60,030件、159,929,759円の支払が過大であり、これに対する

国の負担額50,991,891円は負担の必要がなかった。

※本県での同様の指摘：平成２４年度実地検査

○指摘を踏まえての留意事項

【全ての居宅介護支援事業所で行うこと】

１ 判定期間、減算適用期間、届出期限が次のとおり。

判定期間 減算適用期間 提出期限

前期 3月 1日から 8月 31日 10月 1日から 3月 31日 ９月１５日

後期 9月 1日から 2月末日 4月 1日から 9月 30日 ３月１５日

２ 全ての居宅介護支援事業所は、年に２度、県所定の「特定事業所集中減算に係る届出

書」等による算定を行うこと。

その際、計算誤り等のないよう、十分留意すること。

３ 算定の結果、同一法人の占める割合が９０％を超えた場合は、正当な理由に該当する

か否かにかかわらず、必要書類を所管県民局へ提出すること。

その際、提出期限を遵守すること。

４ 算定の結果、９０％を超えない事業所についても、事業所において当該書類を保管する

こと。

※ 介護保険適正化システムにより、判定期間における同一法人の占める割合が９０％を超
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えている事業所は抽出される。その場合は、各県民局から算定結果の再確認等の指示が

あるので従うこと。

なお、事業所規模の算定は、各事業所が自主的に責任をもって対応することが原則であ

り、書類の作成、提出、保管、報酬請求等は適切かつ確実に行い、後から報酬返還等を要

することが起きないよう十分に留意すること。

【通所介護サービス】（事業所規模区分）※通所リハビリテーションにも関連あり

○会計検査院指摘事項

23事業者は、介護報酬の算定に当たり、事業所の規模区分を誤るなどしていた。
このため、介護給付費21,685件、109,639,330円の支払が過大であり、これに対する

国の負担額36,994,620円は負担の必要がなかった。

※本県での同様の指摘：平成２２年度実地検査

○指摘を踏まえての留意事項

【全ての通所系事業所で行うこと】

１ 事業所規模算定の根拠となる前年度の平均利用延人員数（４月～２月）については、

全通所系事業所が必ず算定表を作成すること。

その際、計算誤り等のないよう、十分留意すること。

２ 算定の結果、前年度の規模区分から変更がある場合は、毎年３月１５日までに、翌４月

分からの介護給付費算定の届出書及び添付書類を所管県民局に提出すること。

３ 算定の結果、前年度の規模区分から変更が無い場合は、事業所において算定表を保

管すること。

※ 介護保険適正化システムにより、請求件数と規模の区分の一致に疑義のある事業所は

抽出される。その場合は、各県民局から規模区分の再確認等の指示があるので従うこと。

なお、事業所規模の算定は、各事業所が自主的に責任をもって対応することが原則であ

り、書類の作成、提出、保管、報酬請求等は適切かつ確実に行い、後から報酬返還等を要

することが起きないよう十分に留意すること。

【その他の介護サービス】

介護療養施設サービス、介護保健施設サービス、介護福祉施設サービス、短期入所

生活介護サービス及び通所リハビリテーションサービスの5介護サービスについて、13

事業者は、単位数の算定を誤るなどして介護報酬を過大に算定していた。このため、

介護給付費6,235件、37,106,545円の支払が過大であり、これに対する国の負担額11,0

01,864円は負担の必要がなかった。
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４ 介護職員処遇改善加算

１ 平成２６年度介護職員処遇改善加算の実績報告について

（１）提出期限
○ 平成２７年３月まで加算算定した場合：平成２７年７月末日

○ 平成２７年２月以前まで加算算定した場合：最終の加算の支払があった月の翌々

月末日

（２）提出先
提出は、各指定権者ごとに行う必要があります。

岡山県指定事業所については、平成２６年度介護職員処遇改善加算届出書を提出し

た県民局に提出してください。

（３）留意事項

１）平成２６年度分介護職員処遇改善加算総額

○ 別紙様式５「平成２６年度分介護職員処遇改善加算総額」には、平成26年4

月～平成27年３月サービス提供分までの加算総額（利用者負担額を含む）を記

入する。

ただし、取扱いとして、平成２７年３月サービス提供分の月遅れ請求分は含

まない。逆に、平成２６年３月サービス提供分の月遅れ請求分は含める。

○ つまり、国保連における平成２６年５月～平成２７年４月審査分までの加算

総額（利用者負担額を含む）を記入することになる。

＜国保連から通知されている金額を足しあげること。＞ ※

※ 国保連から通知されている金額には、保険給付分の利用者負担額は含まれて

いるが、区分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額は含まれていない

ため、区分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額を利用者から徴収し

ている場合は、その金額を合算すること。

２）賃金改善所要額

○ 実績報告で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回った場

合、加算の算定要件を満たしていないため、全額返還となる。（差額の返還では

ない。）

また、実績報告を提出しない場合も全額返還となるので、必ず期限内に提出

すること。

○ 仮に現時点で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回って

いる場合は、一時金や賞与として追加支給すること。

３）賃金改善実施時期

○ 前年度に加算を算定している場合、賃金改善実施期間が前年度と重複していな

いか確認すること。

○ 賃金改善実施期間の月数が加算の算定月数と同じ月数となっているか確認する

こと。

※ 加算を１２ヶ月間算定している場合、賃金改善実施期間も１２ヶ月となる。
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４）賃金改善の方法等

○ 賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから、対象とする賃金項目を特定し

た上で行い、賃金改善を行った項目については明確に記載すること。

また、特定した賃金項目を含め、特段の事情なく賃金水準を引き下げること

はできない。

平成24年3月16日付け厚生労働省通知（抜粋） 青本Ｐ1163

賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目を特定した

上で行うものとする。この場合、特定した賃金項目を含め、賃金水準を低下さ

せてはならない。

なお、賞与等において、経常利益等の業績に連動して支払額が変動する部分

が業績に応じて変動することを妨げるものではないが、本加算に係る賃金改善

は、こうした変動と明確に区分されている必要がある。

５）従業者の雇用形態を変更した場合

○ 非正規職員として勤務していた者を、正規職員に転換した場合、転換したこ

とに伴う給与の増加分は賃金改善額には含まれない。

同様に、職員を増員した場合の増員分の賃金も賃金改善額には含まれない。

平成21年12月21日付け「介護職員処遇改善交付金説明会資料」P36

（問62）平成２１年３月まで非正規職員として勤務していた者を、同年４月以降

に正規職員に転換した場合、これに伴う給与の増加分は、賃金改善額と考え

てよいか。

（答）よくない。

平成２１年３月までの賃金算定ルールを、当該職員に適用した場合の給与

（言い換えれば、当該職員が、平成２１年３月以前に正規職員として勤務し

ていたと仮定した場合の給与）と比較し、増加していれば、その増加分のみ

が賃金改善額と考えられる。
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２ 平成２７年度からの介護職員処遇改善加算

（１）介護職員処遇改善加算の拡大について

平成２７年度介護報酬改定において、介護職員処遇改善加算については、介護職

員の処遇改善が後退しないよう現行の加算の仕組みは維持しつつ、更なる資質向上

の取組、雇用管理の改善、労働環境の改善の取組を進める事業所を対象とし、更な

る上乗せ評価を行うための区分が新設されました。

平成２７年度から設けられた新設の「加算Ⅰ」（更なる上乗せ評価）の算定要件、

改訂後の加算率等については、次ページ以降の資料を参照ください。

（２）平成２７年度介護職員処遇改善加算の届出について

１）提出書類の様式・提出期限等

平成２７年度介護職員処遇改善加算の届出等の具体的な手続については、現

在、厚生労働省において、処遇改善計画書等に記載する項目の見直しなど、具

体的な対応を検討中です。

厚生労働省から通知があり次第、「介護職員処遇改善加算 届出の手引」を

改訂し、岡山県長寿社会課のホームページ上でお知らせします。

当課ホームページの掲載内容に御注意願います。

２）現時点で必要と考えられる届出

① 介護職員処遇改善届出書及び添付書類

介護職員処遇改善加算を算定する事業所は必ず提出を行う必要があります。

また、提出は各指定権者ごとに行う必要があります。

岡山県が所管する事業所については、前年度に引き続き加算算定する場合は、

前年度と同じ県民局に提出してください。

② 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書及び添付書類

次の場合は、介護職員処遇改善届出書に加え、介護給付費算定に係る体制等に

関する届出書等も提出する必要があります。

ア 平成２７年度から新たに介護職員処遇改善加算を算定する場合

イ 新たに設けられた「加算Ⅰ」を算定する場合

ウ 従来の加算区分と異なる加算を算定する場合（以下の場合）

平成２６年度算定していた加算 平成２７年度から算定する場合

（旧）加算Ⅰ （新）加算Ⅱ以外の区分を算定する場合

（旧）加算Ⅱ （新）加算Ⅲ以外の区分を算定する場合

（旧）加算Ⅲ （新）加算Ⅳ以外の区分を算定する場合

エ 加算算定を中止する場合（介護職員処遇改善届出書等は不要）
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５ 介護報酬改定に伴う「介護給付費算定に係る体制等に

関する届出書」等の提出

平成２７年４月１日から加算を算定する場合（新たに設定される加算

等を算定する事業所又は既存加算等の算定を変更する事業所）の「介護

給付費算定に係る体制等に関する届出書」及び添付書類（以下 「体制、

。届等」という）の提出の取扱いを次のとおりとします

１ 提出期限

平成２７年４月１日（全サービス共通）

※岡山県独自の特例措置です。

・ 国の通知では、訪問通所系のサービスについては平成27年3月25日が

提出期限とされています。

・ 他の指定権者に提出する際は、必ず当該指定権者の指示に従ってくださ

い。

・ 支給限度額管理対象となるサービスについては、算定予定の加算等につ

いて、担当する介護支援専門員にあらかじめ連絡するなどの連携を図り、

４月からに居宅サービス計画の作成に支障のないよう努めてください。

２ 届出対象事業者
（１）平成27年4月1日から新たに設定される加算等を算定する事業者及び

既存加算等の算定を変更する事業者。

（２）下記３の取扱いにより、現行の報酬体制状況と実質上変更がない事業

所については、体制届等の提出は不要とします。

体制届等の届出が必要か否かをよく御確認ください。

３ 既存サービス事業所の算定内容の取扱い

（１）新設された加算・減算

新たな届出がない場合は「なし」とみなします。

（２）現行の加算・減算で、区分等に変更のないもの

、 、 。新たな届出がない場合は 現在 届出している算定内容を引き継ぎます
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（３）既存の加算・減算で、区分等が追加されたもの

別紙「既存のサービス事業所の届出留意事項」で御確認ください。

例）介護職員処遇改善加算

○ 新しく創設された(新)加算Ⅰを算定する場合は、体制届等の届出が必要で

す。

○ 現行の加算算定状況は、平成27年4月以降、次のとおりとみなされます。

例えば、(現行)加算Ⅰを算定している事業所は、体制届等の提出がない場

合、平成27年4月以降は、(新)加算Ⅱを算定するとみなされます。

現行の加算算定状況 平成２７年４月以降

なし なし

(現行)加算Ⅰ (新)加算Ⅱとみなす

(現行)加算Ⅱ (新)加算Ⅲとみなす

(現行)加算Ⅲ (新)加算Ⅳとみなす

※ 介護職員処遇改善加算については、体制届等の有無にかかわらず、加算を算定

している全ての事業所が、別途 「平成27年度介護職員処遇改善加算届出書」及、

び添付書類の提出する必要があります。

届出書等の提出期限は、岡山県長寿社会課のホームページでお知らせします。

４ 留意事項

（１）報酬算定に係る各算定要件等は、各事業所において確認を行うと

ともに、挙証資料を残すようにしてください。

（２）体制届等を提出する場合は、上記３に記載した取扱いにかかわら

、 「 」ず 届出するサービスの 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

の全ての項目について記入をお願いします。

（３）体制届等で届出書等の各種書類の様式等については、今後発出さ

れる国の通知※の改正内容に沿って提出いただきます。

提出書類や留意事項が決まりましたら、当課ホームページでお知ら

せしてまいりますので、ホームページでの情報提供には十分御注意

願います。

※「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基

準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型

サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サ

ービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係

る体制等に関する届出における留意点（平成12年3月8日老企第41号 」）
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離島振興対策実
施地域

厚生労働大臣が別
に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

岡山市 犬島 － －

旧御津町
旧建部村
旧上建部村
旧鶴田村

旧建部町 あり

玉野市 石島 － － － － あり

備前市

鹿久居島
鶴島
大多府島
頭島
鴻島
曽島

－ － 全域 全域 あり

瀬戸内市 前島 － － 旧牛窓町 旧牛窓町 あり

赤磐市 － － －

旧笹岡村
旧熊山村
旧山方村
旧佐伯北村

旧吉井町 あり

和気町 － － －
旧佐伯村
旧和気町

旧佐伯町 あり

吉備中央町 － － －

旧都賀村
旧円城村
旧新山村
旧江与味村
旧豊野村
旧下竹荘村

全域 あり

倉敷市
釜島
松島
六口島

－ － － － －

笠岡市

高島
白石島
北木島
真鍋島
小飛島
大飛島
六島

－ －
旧神島内村
旧北木島村
旧真鍋島村

－ あり

井原市 － － －
旧井原市
旧宇戸村
旧芳井町

全域 あり

総社市 － － －

旧池田村
旧日美村
旧下倉村
旧富山村

－ あり

高梁市 －

川上町地頭
川上町七地
川上町三沢
川上町領家
川上町吉木
川上町臘数
備中町志藤用瀬
備中町布瀬
備中町長屋
備中町布賀

－ 全域 全域 あり

新見市 － －
旧新見市
旧大佐町
旧神郷町

全域 全域 あり

－

－

旧下倉村（下倉）
旧富山村（宇山・種井・延原・槁）

旧中井村（西方・津々）
旧玉川村（下切・玉・増原）
旧宇治村（穴田・宇治・遠原・本郷）
旧高倉村（飯部・大瀬八長・田井）
旧上有漢村（上有漢）
旧吹屋町（吹屋・中野・坂本）
旧中村（布寄・羽根・長地・相坂・小泉）
旧大賀村（仁賀・上大竹・下大竹）
旧高山村（高山・高山市・大原）
旧平川村（平川）
旧湯野村（西山・東油野・西油野）

旧豊永村（豊永赤馬・豊永宇山・豊永佐伏）
旧熊谷村（上熊谷・下熊谷）
旧菅生村（菅生）
旧千屋村（千屋・千屋実・千屋井原・千屋花
見）
旧上刑部村（上刑部・大井野）
旧丹治部村（田治部・布瀬）
旧神代村
旧新郷村
旧本郷村
旧万歳村
旧新砥村
旧矢神村
旧野馳村

－

－

旧熊山村2-2（勢力・千躰・奥吉原）
旧山方村（是里・滝山・黒本・黒沢・中山）
旧佐伯北村（稲蒔・光木・石・八島田・暮田）
旧布都美村2-2（合田・中畑・石上・小鎌・西勢
実・広戸）

旧佐伯村（津瀬・米沢・佐伯・父井原・矢田部・
宇生・田賀・小坂・加三方）
旧日笠村（保曽・日笠上・日笠下・木倉）

旧津賀村（広面・上加茂・下加茂・美原・加茂
市場・高谷・平岡・上野・竹部）
旧円城村（上田東・細田・三納谷・上田西・円
城・案田・高富・神瀬・小森）
旧新山村（尾原・笹目・福沢・溝部）

旧宇戸村（宇戸谷・上高末・烏頭・宇戸）

平成２７年３月１日現在

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）
（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

市町村名 特別地域加算対象地域（１５％：注１）

旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）
旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）
旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）
旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品
田）

振興山村
（注２）

旧神根村（今崎・神根本・高田・和意谷）
旧三国村（加賀美・多麻・都留岐・笹目）

６ 特定地域加算及び中山間地域等小規模事業所加算対象地域一覧表 
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離島振興対策地
域

厚生労働大臣が別
に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

浅口市 － － － 旧寄島町 旧寄島町 －

早島町 － － － － － －

里庄町 － － － － － －

矢掛町 － － － 旧美川村 全域 あり

津山市 － －

旧津山市
旧勝北町
旧加茂町
旧阿波村

旧一宮村
旧高田村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村
旧新野村
旧大井西村

旧加茂町
旧阿波村
旧久米町

あり

真庭市 － －

旧湯原町
旧美甘村
旧川上村
旧八束村
旧中和村

旧北房町
旧勝山町
旧津田村
旧美川村
旧河内村
旧湯原町
旧久世町
旧美甘村
旧川上村
旧中和村

全域 あり

美作市 － －
旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村

旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村
旧豊田村
旧巨勢村
旧作東町
旧英田町

全域 あり

新庄村 － － 全域 全域 全域 あり

鏡野町 － －
旧奥津町
旧富村
旧上斎原村

全域 全域 あり

勝央町 － － － － － あり

奈義町 － － 全域 旧豊並村 全域 あり

西粟倉村 － － 全域 全域 全域 あり

久米南町 － － －
旧弓削町
旧竜山村

全域 あり

美咲町 －

上口
小山
栃原
中垪和
東垪和
西

－

旧大垪和村
旧旭町
旧吉岡村
旧南和気村

全域 あり

注２：振興山村、豪雪、特定農山村、過疎は平成合併前の旧市町村名で指定されています。

旧美川村（上高末・下高末・宇角・内田）

注１：福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与を除く。

－

旧豊並村（馬桑・関本・小坂・高円・皆木・西
原・行方）

全域

旧弓削町（下弓削・西山寺・松・上弓削・塩之
内・羽出木・全間・仏教寺・下二ヶ・上二ヶ・泰
山寺）

旧倭文西村（北・南・里・中）
旧江与味村2-2（江与味）
旧西川村（西垪和・西川・西川上）

旧富村（大・楠・富仲間・富西谷・富東谷）
旧久田村（久田上原・久田下原・黒木・河内・
土生）
旧泉村（井坂・女原・至孝農・杉・西屋・箱・養
野）
旧羽出村（羽出・羽出西谷）
旧奥津村（奥津・奥津川西・下齋原・長藤）
旧上齋原村
旧中谷村（入・山城・中谷）

-

-

旧上加茂村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村（奥津川・川東・市場・案内・羽賀・大
吉・西村・日本原・大岩）
※旧新野村の日本原は該当しません。

旧富原村（若代・下岩・清谷・曲り・古呂々尾
中・若代畝・高田山上・月田本・岩井谷・岩井
畝・上・野・後谷）
旧津田村（野原・舞高・旦土・吉・田原山上・上
山）
旧湯原町（禾津・釘貫小川・下湯原・田羽根・
都喜足・豊栄・仲間・久見・本庄・見明戸・三世
七原・社・湯原温泉）
旧二川村（粟谷・黒杭・種・小童谷・藤森）
旧美和村（余野上・余野下・樫西・樫東・目木・
三崎・中原・台金屋）
旧美甘村（鉄山・黒田・田口・延風・美甘）
旧中和村（下和・初和・別所・真加子・吉田）

旧梶並村（右手・真殿・梶並・楮・東谷上・東谷
下）
旧栗広村2-1（長谷内・馬形・宗掛）
旧大野村（川上・滝・野形・桂坪・笹岡）
旧東粟倉村（後山・太田・川東・中谷・野原・東
青野・東吉田）
旧豊田村（北原・友野・山口・山外野・大原・猪
臥・海内・平田）
旧巨勢村2-1（巨勢・海田）
旧福山村（万善・国貞・鈴家・田渕・柿ヶ原）
旧巨勢村2-2（尾谷）
旧河会村（上山・中川・横尾・北・南・滝ノ宮）

全域

-

注４：加算対象地域であるか、地名のみでは判断できない指定地域があります。具体的な対象地域については、各市町村にお問い合わせください。

注３：辺地については、別表（辺地地域一覧表）により御確認ください。

平成２７年３月１日現在

市町村名

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

特別地域加算対象地域（１５％：注１）
「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）

（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

振興山村
（注２）
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辺地地域一覧（具体的な場所等が不明な場合は、該当市町村に確認すること。）

市町村名

山上・石妻 杉谷 畑鮎 金山寺 北野 勝尾・小田 角石畝 野口

田地子上 土師方上 大田上 和田南 東本宮 犬島

物見 河井・山下 黒木 西谷・中土居 尾所 大杉 大高下 奥津川

八社

玉野市 石島

笠岡市 高島 白石島 北木島 真鍋島 飛島 六島

野上南部 野上北部 稗原 池井 共和・三原 水名 黒木 宇頭

西星田

総社市 延原・宇山

山際 柴倉 上野 迫田 野呂 遠原 秋ヶ迫 本村

野原 山ノ上 楢井 家地 丸岩 陣山 大津寄 西野呂

割出 中野 坂本 吹屋 小泉 長地 上大竹 高山

高山市 布賀 平川 湯野 西山

花見 井原 千屋 菅生 木の畝 足見 赤馬 宇山

松仁子 法曽 君山 大井野 田治部南 上油野 三室 高瀬

三坂 青木 田淵 大野 荻尾 久保井野 高野川東

備前市 頭島 大多府島 和意谷 加賀美 都留岐 笹目

是里東 是里中 是里西 滝山 中山 八島田 暮田 戸津野

中勢実 石・平山 合田・中畑 小鎌・石上 西勢実

清谷 曲り・古呂々尾中 後谷 上・岩井畝 高田山上・野・若代畝 星山・竹原・菅谷 見尾・真賀 神代

吉 田原山上・上山 別所・佐引 関上 日野上 杉山・日の乢 藤森 杉成・河面・大杉

粟谷 立石 三野瀬 種 福井 見明戸 中屋 鉄山

阿口 樽見 井殿

右手 東谷下 宗掛 江ノ原 西町 野形 滝 田井

後山 中谷 東青野 山外野 海田 梶原 小房 宮原

角南 白水 万善 国貞 田渕 柿ヶ原 日指 北

上山

和気町 大成 大杉・加賀知田 上田土 南山方・丸山 奥塩田 北山方 室原 岸野

矢掛町 羽無 宇内

新庄村 堂ヶ原

近衛 大町 岩屋 越畑 中分 野沢 泉源 西谷下

下齋原 長藤 奥津 奥津川西 本村 石越平作 赤和瀬 小林・遠藤

下東谷 馬場以北 宮原白賀 余川 興基

勝央町 上香山

奈義町 皆木

西粟倉村 大茅

久米南町 羽出木 全間 龍山 山手 京尾 安ヶ乢

長万寺 金堀 大垪和西 和田北 大垪和東 角石祖母 北 里

中 西川上 垪和 小山 大山 高城 定宗本山 畝宮山

上間

吉備中央町 広面 加茂山 津賀西 三納谷 高富 笹目千守 納地 黒山

○辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
　（昭和37年法律第88号）第２条第１項に規定する辺地

美咲町

鏡野町

美作市

真庭市

赤磐市

新見市

高梁市

岡山市

津山市

井原市

辺地名 合計　229辺地

（H26.4.1現在）
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７ 介護保険制度改正による一定以上所得者の利用者負担
の見直し等に伴い必要となる事業所・施設の対応

○ 介護保険制度改正に伴い、一定所得者の利用負担等の見直しが次の
とおり行われます。

（平成 27年 2月 23日全国厚生労働関係部局長会議資料より）

１ 一定以上所得者の利用者負担の見直しへの対応
（１）利用者負担割合の確認

要支援、要介護認定を受けた者には全員、利用者負担の割合（１割又
は２割）を記載した「介護保険負担割合証」が発行される。
事業者は、平成２７年８月以降「介護保険負担割合証」により、利用

者負担の割合を必ず確認すること。
（２）運営規程の記載内容の変更

利用料の額について、法定代理受領サービスである場合は介護報酬告
示上の額の１割と記載している場合は、２割負担についての追記が必要と
なる。
運営規程の記載を変更するとともに、変更届を提出すること。

２ 補足給付の見直しへの対応
（１）特定入所者認定書の記載内容を確認すること。
（２）利用者が負担する費用の額に変更がある場合は、変更内容等を説明す

ること。
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８ 介護サービス情報の公表制度

１ 介護サービス情報の公表制度の概要

介護サービス情報の公表制度は、介護保険法に基づき、介護サービスを利用しよ

うとする者等が介護サービス事業所を主体的かつ適切に選択するための情報をイン

ターネット等により提供する仕組みとして平成１８年度から導入されました。

介護サービス事業所が国の管理するシステムに入力することにより、調査・公表

事務を運営する県の審査・公表手続を経て、インターネットを通じて公表されるこ

ととなります。

調査事務及び公表事務は、保健福祉部長寿社会課及び各事業所を所管する県民局

健康福祉部健康福祉課において実施しています。

２ 平成２７年度の運営の概要について（予定）

（１）新規事業所（一部のみなし事業所を除く。）は、「基本情報」のみを公表システ

ムにより報告します。

（２）既存事業所（基準日（４月１日)前の一年間に提供したサービスの対価として

支払いを受けた金額が１００万円を超える事業所のみ）は、「基本情報」及び「運

営情報」を公表システムにより報告します。

（３）新規及び既存事業所は、「県独自項目」及び「事業所の特色」を任意で公表す

ることができます。

（４）県が定める指針に基づき、必要に応じて調査を実施する。

（５）平成２７年度の具体的な事業運営については、平成２７年度「公表計画」を定

め、改めてお知らせします。

平成２７年度予定

基本情報
必須項目

運営情報＜既存事業所は必須項目・新規事業所は任意項目＞
公表内容

県独自項目
任意項目

事業所の特色

調 査 調査指針に基づき知事が必要と認める場合に実施

手数料 負担なし

公表サーバー 国が一元管理するサーバーで公表（H24.10運用開始）

実施機関 岡山県が直接実施（長寿社会課・県民局健康福祉課）
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３ 介護サービス情報の公表制度の今後の展開

（１）法制化されたのもの（平成２７年４月１日施行予定）

・ 地域包括支援センターの事業の内容及び運営状況に関する情報

市町村（公表主体）の努力規定（＊介護保険法１１５条の４６Ⅹ）

＊地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備

等に関する法律（平成２６年法律第８３号）により追加されました。

（２）検討中のもの

① 従業者に関する情報公表の仕組みの見直し

・ 事業所における雇用管理の取組を推進することによる介護人材の確保

② いわゆる「お泊まりデイ」の公表対象への追加

・ サービス内容の透明性を高めることによる利用者の保護

（３）指定都市への権限移譲

介護サービス情報の公表に係る事務・権限については、「事務・権限の移譲等

に関する見直し方針について」（平成２５年１２月２０日閣議決定）において、

平成２８年度以降を目途に都道府県から政令指定都市に移譲する方針が示されて

います。

４ その他

事業所向け操作マニュアル及び報告サブシステム（事業所向け）ＵＲＬ等介護サ

ービス情報に関することは、下記に掲載しています。

岡山県保健福祉部長寿社会課ＨＰ

＜介護保険・老人福祉関係事業者の皆様へのお知らせ＞

「介護サービス情報の公表」について

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-7669.html
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平成27年度版（案）

介護サービスを利用しようとする者等が介護サービス事業者を主体的に選択できるように、その判断に資するための
「介護サービス情報」を、比較検討が可能な形でインターネットを通じて提供する仕組み

平成２７年度公表計画の策定   ＆ 調査指針の策定

★介護サービス情報★

〈例〉 〈例〉
　・事業所の職員体制

　・床面積、機能訓練室等の設備

　・利用料金・特別な料金

　・サービス提供時間　　　　等

国が一元管理するシステム

を活用して公表
（平成24年度から）

②事業者からの報告
1 原則、インターネットによる報告
2 １ができない場合は、

調査表に記入後、県民局へ
提出

　・介護サービスに関するマニュアルの有無

　・サービス提供内容の記録管理の有無

―任意情報―

　　「介護サービス情報」に基づく比較検討を通じて、自ら主体的に介護サービス事業者を選択

　・職員研修のガイドラインや実績の有無

　・身体拘束を廃止する取り組みの有無　　等

岡山県「介護サービス情報の公表」制度の仕組み

介護サービス事業者

介護サービスの内容及び運営状況に関する情報であって、要介護者等が適切かつ円滑に介護
サービスを利用することができる機会を確保するために公表されることが必要なもの

―基本情報― ―運営情報―

長寿社会課

介護サービス情報 

公表システム 

県

民

局

が

調

査 

※ 

① 

通

知 

① 

通 

知 

③

県

が

公

表 

受  理 

確  認 

各事業所を所管する県民局 

事業所の特色 

サービスの内容、従業者・利用者の特色等

に関する自由記述、画像等の登載 

※調査指針に基づき調査を実施 

県独自項目 
・成年後見制度への配慮 

・人権擁護、虐待防止に係る従業者研修 

・地産地消 

・非常災害時の避難・救出訓練等の実施 

②

事

業

者

が

報

告 

利用者又はその家族等 
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岡山県介護サービス情報の公表制度における調査に関する指針

介護サービス情報の公表制度については、介護保険法（平成９年法律第１２３号。

以下「法」という。）第１１５条の３５第３項及び健康保険法等の一部を改正する法

律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力

を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」

という。）第１１５条の３５第３項の規定による調査の実施に当たって、介護保険法

施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の４７の２の規定により、県の

調査指針を定める。

１ 調査実施の指針

調査は、原則、下記の場合に行うこととする。

（１）事業者自らが調査を希望する場合

ただし、調査希望事業所に対しては、当該年度の県の実地指導を優先的に実施

し、実地指導と同時に調査をすることとする。

また、外部評価が義務付けられている地域密着型サービス事業所や福祉サービ

ス第三者評価を定期的に実施している事業所については、調査を行わないことと

する。

（２）公表内容について、利用者等から通報があり、調査において内容確認が必要で

あると判断される場合

（３）報告内容に虚偽が疑われる場合

（４）県所管事業所・施設について新規指定後初めて実地指導を行う場合

２ 調査の効果的実施

調査を効果的に実施するために、上記１の（１）は、調査を希望する旨を毎年度

５月末までに、各事業所を所管する県民局へ連絡してきた場合に限り実施する。

また、県が指定権限を有しない事業所（指定都市等が指定する事業所又は市町村

が指定する地域密着型事業所）に対しても調査をすることができるが、調査を実施

する必要がある場合には、該当の指定権者に適宜情報を提供し、連携の上、適正な

調査を行うこととする。

附則（施行期日）

この指針は、平成２４年１０月１日から施行する。
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